
年 6 月 14 日 作成

事務事業

№/名　称

主管課 関連課

分野名

目標

（目標値）

人口等の データ区分

データ 人　　　口

世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の

パートナー 実績値

事務事業

運営経費

市民１人当

りの経費

対象者１人

当りの経費

団体名

評価結果 改善の必要性

39,693千円

145,274千円

2.5人

評価結果

A

改善の必要性

有

22

229,728千円

1,300円

10,085円

NPO法人輝き・遊っこ・
楽っこ

２１年度

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

　ベンチマー
ク（県内外自
治体や民間
団体との比

較値）

・子ども会館・子どもの家の需要は年々高まっており、
放課後子どもプランとの整合性を検討するとともに、
指導員体制の充実・４年生以上の児童の入所の問題
などについて、利用者の立場で改善を進めたい。

山田　幸文

有

課長名

二次評価（部長評価）

部名・部長名

・子ども会館・子どもの家は、女性の社会参画等によ
る留守家庭児童の増加や自由かつ安全に遊べる公
共施設としてニーズが高まっており、今後は、先進的
な事例を研究しつつ、利用者の視点から、指導員の
体制や児童の受け入れのあり方などについて改善
し、事業を充実させていきたい。

佐藤　尚之

1,345円

・こども育成専任指導員については、こども育成専任指導員の採用再開を中心に、問題点を整理し、
実現に向け調整を進めたい。
・４年生以上の児童入所も含め、子ども会館・子どもの家の統一的な運営指針作りを検討していきた
い。

A

最終年度
（　　年度）

一次評価（課長評価）

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

・入所児童数が増加し、４年生以上の入所について取り扱いを考える必要があった。
・月１８日勤務で児童と継続的に見守り各施設で中心的や役割を担っているこども育成専任指導員
が定年退職で減尐してきている。
・子ども会館の運営に地域の力を活かす必要性がある。

125,639千円

2.9人

28,364千円

22年度

対象者=市内中学
生

　以下人口
21年度  22,780人
20年度　22,145人

237,396千円

（21年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

・こども育成専任指導員の減尐に対応する制度を創設する必要がある。
・４年生以上の児童の入所に対して、統一的な基準作りなど進める必要がある。

16

10

10

A:充実又は拡大　　B:現状のまま継続　　C:統合又は縮小　　D:廃止又は休止　　E:事業完了

16

16

子ども会館単独館である深沢第一子ども会館において、市民協働事業として市民活動団体「NPO法
人輝き・遊っこ・楽っこ」と一緒に会館の運営を行った。

10,720円

創意・工
夫・課題等
改善状況

課題・問題
点

創意・工
夫・課題等
の改善点
21年度の

成果

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改

善）

（21年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

23年度

9

9

20年度

目標値

21年度

16

16

総事業費

213,561千円 

28,594千円 

23,835千円

201,364千円 

33,056千円 

42,669千円

◎目標を達成　○目標に向かって前進　△横ばい　×後退

指標

青尐年課

青尐年育成

市内各小学校区にそれぞれ1箇所ずつ子ども会館・子どもの家を整備します
（子ども会館・子どもの家各16箇所）

ザイムスコード及び個別事業名

1309
1312

子ども会館・子どもの家管理運営事業

子ども会館・子どもの家管理運営事業

評価 〇

各小学校区での小学校への距離と子ど
も会館未設置の解消など子ども会館・子
どもの家の適正な整備

指標と評価

176,484人176,669人

備　　考

・各年4月1日
（住民基本台帳）77,430世帯78,131世帯

２０年度

平成　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年度事務事業評価シート

□サービス部門

□支　援　部 門
こども-25 子ども会館・子どもの家管理運営事業


